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使用貸借契約書（案） 

貸主 東大阪市（以下、「甲」という。）と借主 〇〇〇〇（以下、「乙」という。）とは 
以下のとおり、甲が所有する末尾記載の不動産（以下、「本件土地」という。）について、使
用貸借契約（以下、「本契約」という。）を締結する。 
 なお、仮契約は、東大阪市財務規則（昭和４２年東大阪市規則第３１号）第１１３条に基
づき締結するものであり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第 6号の
規定に基づき東大阪市議会の議決がなされた場合に本契約とする。

（信義誠実の義務） 
第１条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。 

（貸付物件） 
第２条 甲は、その所有する本件土地を無償により次項のとおり乙へ貸し付ける。 
２ 乙は、本件土地を長瀬町三丁目地内市有地活用事業募集要項（令和５年１０月公表。以
下、「募集要項」という。）、募集要項に関する資料①から⑭まで（構造計算書及び登記測量
関係資料等を含む。）、長瀬町三丁目地内市有地活用事業様式一式、長瀬町三丁目地内市有地
活用事業選定基準及び応募手続き時の質問書に対する回答（以下、募集要項及び募集要項に
関する資料として「募集要項等」という。）、乙が提出した事業提案書（以下、「事業提案書」
という。）に基づき協議のうえ甲より借り受ける。 

（善管注意義務） 
第３条 乙は、善良な管理者の注意をもって、本件土地を使用及び管理し、甲に損害を及ぼ
す一切の行為及び近隣に迷惑となるような行為をしてはならない。 

（使用目的等） 
第４条 乙は、本件土地をスポーツ施設等及びそれに付帯する施設（以下、「スポーツ施設
等」という。）の用地として使用し、その他の目的に使用してはならない。 

２ 本件土地を使用することにおいて、甲は費用を支出しないものとする。 
３ 本件土地の使用は、建物所有を目的としてはならない。ただし、乙が募集要項に規定さ
れた建物及び工作物等を設置する場合はこの限りではなく、その場合、乙は、事前に甲の
承認を受けたうえで簡易に取り壊しが可能な建物及び工作物等（以下、「工作物等」とい
う。）を設置することができる。 

（禁止用途） 
第５条 乙は、本件土地を次の各号に規定する用に供してはならない。 

資料１２



（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122 号）第２
条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、その他これ
らに類する営業の用 

（２）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号。以下「暴
対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下、「暴力団」という。）又はその
他の反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用するなど、公序良俗に
反する用 

（３）政治的又は宗教的な用 
（４）地域住民等の生活を著しく脅かすような活動の用 
（５）公害等により近隣環境を著しく損なうと予想される用 

（権利譲渡等の制限） 
第６条 乙は、使用貸借契約の趣旨に基づき、本件土地の使用借権を第三者に譲渡し、担保
に供し、若しくは担保に引き受けさせること、または、本件土地の使用借権に信託受益権
を設定することはできないことを了承するとともに、あらかじめ書面による甲の承諾を
得なければ次の各号に規定する行為をすることができない。 

 ① 土地の原形、土地及び工作物の用途変更 
 ② 工作物等の増改築等、現状変更 
 ③ スポーツ施設等の第三者への貸付又は使用収益を目的とする権利を設定しようとす
るとき 

２ 前項による甲の承諾を得て、スポーツ施設等の全部又は一部を第三者に貸付けする場
合については、貸付する第三者と締結する貸付契約書に、甲との本契約の期間満了までに貸
付契約が終了する旨を書面において定めなければならない。 
３ 乙は、前項に記載する第三者との貸付契約書について、甲にその契約書の写しを提出し
なければならない。 

（契約期間） 
第７条 契約期間は、議会の議決の日から２０年目の年度末までとする。 
２ 前項に規定する契約期間には、本件土地上の工事期間、解体期間、収去期間及び原状回
復期間を含むものとする。 

３ 契約期間の更新については、契約期間満了日の 6 か月前までに甲及び乙が協議により
定め、本件契約と同様、更新にかかる仮契約を締結後、地方自治法第９６条第１項第６号
の規定に基づき東大阪市議会の議決がなされた場合に本契約とする。 

（契約保証金） 
第８条 乙は、本契約締結までに契約保証金（以下、「保証金」という。）として金１,２０



０,０００円を甲に預託する。 
２ 甲は、乙が本契約に規定する損害賠償金その他本契約に関して発生する債務をその期
限までに支払わないとき、又は、第２２条第１項に規定する義務を適切に履行せず、甲に
おいて本件土地の原状回復を行ったときは、催告なしに保証金の全部又は一部を乙が負
担すべき費用に充当することができる。 

３ 甲は、前項に基づき充当した場合、乙に弁済充当日、弁済充当額及びその内訳、充当し
た理由を書面で通知する。この場合において、乙は充当の通知を受けたときは、通知を受
けた日から３０日以内に甲に対し保証金の不足額を追加して預託しなければならない。 

４ 乙は、本件土地を原状に復して甲に返還するまでの間、保証金返還請求権をもって甲に
対する債務と相殺することはできない。 

５ 第１５条第１項第２項から第１５号までの各号により甲が本件契約を解除した場合そ
の他理由の如何を問わず、本件契約を終了したときは、乙が本件土地を原状に復して甲に
返還した後において、甲は本契約に基づいて生じた乙の債務で未払いのものがあるとき
は、保証金から当該未払債務の額を差し引いた額を、また、当該乙の債務で未払いのもの
がないときは保証金を乙に返還する。 

６ 甲は、前項に規定する保証金の返還を乙からの書面での請求により行う。甲は、当該請
求があったときは、遅滞なく未払債務の有無を確認し、返還に係る手続きを行うものとす
る。 

７ 前項の場合において、未払債務額を差し引いて保証金を返還するときは、甲は保証金か
ら差し引く金額の内訳を乙に明示しなければならない。 

８ 甲が乙に対し返還すべき保証金には利息は付さない。 
９ 前条３項の更新契約にかかる保証金は不要とする。 

（契約不適合責任及び免責事項） 
第９条 甲は、本件土地を現状有姿の状態で乙に貸付けるものとし、乙は、本契約締結後、
民法、商法及び本契約の他の条項に関わらず、引き渡された本件土地に種類、品質又は数
量に関して契約の内容に適合しない状態（以下、「契約不適合」という。）があることを理
由として、その契約不適合の補修等による履行の追完の請求、損害賠償の請求及び契約の
解除をすることはできない。 

２ 本件土地において地盤の変動、震災、風水害その他甲の責めに帰することができない事
由により、本件土地に損傷等が発生し、乙が損害を被った場合、甲はその責めを負わない
ものとする。 

３ 甲は、本件土地について危険負担の責任を負わない。 

（実地調査等） 
第１０条 甲は、本事業に関し、随時その状況を実地に調査し、乙に対して必要な報告又は



資料の提出を求めることができる。この場合において、乙は、その調査を拒み、妨げ又は
報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。 

（スポーツ施設等の貸借の取扱い） 
第１１条 乙は、スポーツ施設等の全部又は一部を第三者との間で賃貸借若しくは使用貸
借（以下、「賃貸借等」という。）をするときは、第６条第１項の規定のほか、次項から第
６項までの規定を遵守しなければならない。 

２ 乙は、当該第三者をして、第５条各号に規定する用に供してはならない。 
３ 乙は、当該第三者とのスポーツ施設等の賃貸借等契約締結にあたり、スポーツ施設等が
本契約に基づき設置されたものであることを明記するほか、期間の定めのある契約とし、
契約期間の満了日までにスポーツ施設等の賃貸借等契約を終了させなければならない。 

４ 乙は、前項に規定する契約終了日及び第６条第１項第３号に規定する使用収益を目的
とする権利の終了日を、スポーツ施設等を撤去する日までとしなければならない。 

５ 乙は、当該第三者に契約期間満了となる１年前までに、書面により契約期間の満了につ
いて通知しなければならない。 

６ 乙は、第１項の規定によりスポーツ施設等について賃貸借等の契約を締結したときは、
甲に当該契約書の写しを提出しなければならない。 

（土地の譲渡） 
第１２条 甲は、本件土地を第三者に譲渡しようとする場合は、あらかじめその旨を乙に通
知し、乙に対する権利及び義務を当該第三者に承継させなければならない。 

（滅失又は毀損等） 
第１３条 乙は、本件土地、地下調節池施設及びその関連施設が滅失又は毀損若しくは不当
に占拠されたときは、直ちにその状況を甲に報告しなければならない。 

２ 乙は、乙の責めに帰すべき事由により、本件土地が滅失又は毀損若しくは不当に占拠さ
れたときは、甲の指示に従い、乙の負担においてこれを原状に回復し、甲又は第三者に損
害が発生した場合は、その賠償の責めを負わなければならない。また、地下調節池施設及
びその関連施設においても同様の取り扱いとし、大阪府の指示に従うものとする。 

（届出義務） 
第１４条 乙は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに甲に対し書面により届出な
ければならない。 

（１）本件土地を滅失若しくは毀損したとき 
（２）乙の名称、所在地、代表者等に変更があったとき 
（３）乙の地位について相続又は会社の合併等による本件使用借権の包括承継その他変動



が生じたとき 
（４）破産、民事再生、特別清算若しくは会社更生の申立てを受け、又は自ら申し立てたと
き 

（５）事業計画に変更が生じたとき 

（契約の解除） 
第１５条 甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約期間中であっても本契約を解
除することができる。 

（１）国、地方公共団体その他公共団体において、公用又は公共用に供するため本件土地を
必要とするとき。 

（２）乙は、議会の議決を受けた日より起算して２年以内に第４条に規定する使用目的に供
しないとき。 

（３）乙は、本事業契約締結後より 1年以内に施設の整備に着手しないとき 
（４）乙が、本契約の条項に違反したとき。 
（５）乙が、本事業に関する必要な許認可、登録等が取消され、本事業の継続が困難となっ
たとき。 

（６）乙の役員その他の支店又は営業所（常時業務の契約を締結する事務所をいう。）を代
表する者若しくは経営に事実上参加している者（以下、「役員等」という。）が暴対法第２
条第６号に規定する暴力団員（以下、「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

（７）暴力団又は暴力団員が、乙の経営に実質的に関与していると認められるとき。 
（８）乙の役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害
を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

（９）乙の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな
ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認めら
れるとき。 

（１０）乙の役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると
認められるとき。 

（１１）乙が本事業に係る下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約に当たり、
当該相手方が第６号から第１０号までのいずれかに該当すると知りながら、当該者と契
約を締結したと認められるとき。 

（１２）前号に該当する場合を除き、乙が第６号から第１０号までのいずれかに該当する者
を下請契約、資材、原材料又は物品の購入契約、役務の提供契約若しくはその他の契約の
相手方としていた場合に、甲が乙に対して当該契約の解除を求め、乙がこれに従わないと
き。 

（１３）乙が破産手続開始の決定を受け又は無能力者となり若しくは居所不明となったと
き。 



（１４）乙がその債務の履行を拒否し、又は、乙の責めに帰すべく事由によって乙の債務に
ついて履行不能となったとき。 

（１５）前各号に掲げるもののほか、本契約に規定する義務を履行せず、かつ、本契約を継
続し難い重大な背信行為があったとき。 

２ 甲は、前項の規定に基づき本契約を解除するときは、乙に書面により通知するものとす
る。 

３ 次の各号に掲げる者が本契約を解除した場合は、第１項第１３号に該当する場合とみ
なす。 

（１）乙について破産手続開始の決定があった場合において、破産法の規定により選任され
た破産管財人 

（２）乙について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法の規定により選任
された管財人 

（３）乙について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法の規定により選任
された再生債務者等 

（解約） 
第１６条 前条第１項の規定に関わらず、合理的でやむを得ない理由がある場合において
は、甲乙協議のうえ、合意により契約期間中であっても本契約を解約することができる。 

２ 前項の規定により、乙が本契約の解約を申し出る場合、甲に対し本契約を解約しようと
する日の６か月以上前までに申し入れることに合意する。 

３ 甲及び乙は、前２項の規定により協議のうえ解約日を定めるものとし、乙は解約日まで
の間に本件土地を原状に復し甲に返還しなければならない。 

４ 乙がスポーツ施設等の全部又は一部を第三者との間で賃貸借等している場合において、
第１項の規定により本契約を解約するときは、乙は、解約日までに、当該第三者との賃貸
借等契約を終了させなければならない。 

（不可抗力による解約） 
第１７条 天変地異その他乙の責めに帰さない事由により、本件土地が使用できなくなっ
たときは、乙からの申し出により本契約を解約することができる。 

（保証金の帰属） 
第１８条 甲が、第１５条第１項第２号から号第１５号までの各号により本契約を解除し
た場合又は、第１６条第２項に規定する日までに申し入れがなかった場合、その他乙の責
めに帰すべき事由により契約を終了したときは、保証金は甲に帰属するものとし、乙はそ
の返還を求めることはできない。 



（損害賠償請求） 
第１９条 甲が、第１５条第１項第２号から第１５号までの各号により本契約を解除した
場合又は、第１６条第２項に規定する日までに申し入れがなかった場合、その他乙の責め
に帰すべき事由により契約を終了したとき、並びに、乙が第３条又は第２２条第１項の規
定を遵守しなかった場合において、甲に損害があるときは、甲は乙に対し賠償を請求する
ことができる。 

２ 第１７条の場合において、甲及び乙は、双方に対し損害賠償を請求しないものとする。
但し、第三者に対する賠償の責めを負う場合は、乙において対処するものとする。 

（補償） 
第２０条 乙は、第１5条第１項第１号の規定により本契約が解除され、乙に損害が生じた
とき、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の４第５項の規定に基づき甲に
損失の補償を請求することができる。 

（違約金） 
第２１条 乙は、甲に対し、契約期間中に乙に次の各号のいずれかに該当する事由が生じた
ときは、当該各号に定める金額を違約金として支払わなければならない。この場合におい
て、甲は、乙又は第三者に生じた損害について、その責めを負わないものとし、なお甲に
損害があるときは、甲は乙にその損害を請求することができる。 

（１）第５条、第６条（第１項第１号を除く。）又は第２２条第１項に違反した場合 
   月額賃料相当額の１２か月分 
（２）第６条第１項第１号又は第１０条に違反した場合 
   月額賃料相当額の４か月分 
（３）第１５条第１項第２号から第１５号までのいずれかに違反した場合 
   月額賃料相当額の６か月分 
（４）乙が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第５４号）
第３条に規定に違反し、又は、乙が構成事業者である事業者団体が同法第８条第１項第１
号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が乙に対し、同法第７条の２の規定に基
づく課徴金の納付命令を行い、当該納付命令が確定した場合 

   月額賃料相当額の６か月分 
（５）乙の役員又は使用人が刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は私的独占の
禁止及び公正取引の確保に関する法律第８９条第１項の規定する刑が確定した場合 

   月額賃料相当額の６か月分 
２ 月額賃料相当額は１９７，０００円とする。 
３ 乙が前項の違約金を甲の指定する期間内に支払わないときは、乙は、当該期間を経過し
た日から支払いをする日までの日数に応じ、利息が生じた時点での法定利率により計算



した額の遅延利息を支払わなければならない。 
４ 第１項各号の違約金は、第１９条に規定する損額賠償の全部又は一部にあらず、また、
甲の契約解除権の行使を妨げるものではない。 

（原状回復義務） 
第２２条 乙は、本件契約終了日（ただし、契約解除の通知を受けたときは甲の指定する期
日）までに、甲の指示により自己の責任と負担においてスポーツ施設等（本件施設等に係
る地中埋設物を含む。）を撤去し、原状に回復して甲及び乙が立会いのうえ、甲に更地で
返還しなければならない。ただし、乙は既存フェンスを撤去した場合は、甲の指示により、
本件土地の返還時に代替フェンスを設置する。また、乙が本契約締結後に新たに設置した
工作物等のうち、甲が撤去不要と認めたものについては撤去を要しない。 

２ 乙が、前項の義務を怠り又は履行しないときは、甲が代わってこれを施工し、その費用
を乙から徴収するものとする。 

３ 乙は、甲に対して、本件土地の返還に際し、名目の如何を問わず、移転料、立退料等の 
 一切の金銭を請求することはできない。 
４ 乙は、第１項に定める本件土地の返還が遅滞したときは、返還に至るまで月額賃料相当
額の倍額相当の損害金を支払う。 

（近隣住民等への対応） 
第２３条 乙は、本件土地の建設工事に先立ち、近隣住民等へ十分な説明を行い、建設工事
に伴う周辺への公害その他生活環境への影響等を極力低減するように努めるものとする。 

２ 乙は、本件土地の建設工事及び使用に伴う近隣住民等からの苦情等があった場合、乙の
責任において善処しなければならない。 

（費用負担） 
第２４条 乙は、本事業実施に必要な手続き費用その他諸費用の一切を負担する。 

（公租公課） 
第２５条 本契約に基づき、乙が設置するスポーツ施設等に係る公租公課は、全て乙の負担
とする。 

（有益費等償還請求権の放棄） 
第２６条 乙は、本件土地に投じた有益費、必要費及びその他の費用があっても、これを甲
に請求することができない。 

（越境物等の取扱い） 



第２７条 乙は、本件土地の北に隣接する東大阪市長瀬町三丁目６０７番１及び６２４番
３との土地の境界において、当該地所有者（以下、「丁」という。）が保有する工作物の一
部に越境の事実があること、また、丁が保有する建物に関する構造物が地下で越境してい
る可能性があることを了承し、これを原因として甲に対し何らの請求もしない。 

２ 乙が、前項に規定する丁の越境物を撤去し、又は移設するときは、甲と丁との間で締結
した令和元年６月２７日付け確認書に基づき、乙による協議及び負担によりこれを行う。 

  但し、地下で越境の可能性がある丁の建物の構造物については、丁が建物を保有する限
り、丁に対し撤去を求めないほか、丁から撤去の申し出があった場合、スポーツ施設等の
使用に支障がない範囲において協力すること。 

３ 本件土地の雑木の越境部分については、乙の負担により撤去し、契約期間中は撤去され
た状態を維持すること。 

４ 乙は、本件土地の北面及び西面の既存フェンスについては、設置されている状態にして
おくこと。また、本件土地の貸付範囲とそのフェンスの位置が異なる場合、異なる部分の
既存フェンスを撤去し、貸付範囲に沿う新たなフェンスを設置すること。 

（点検や修繕への協力） 
第２８条 乙は、本件土地にある地下調節池施設が点検や修繕される際には、作業環境を確
保するなど作業に協力すること。 

（個人情報の取扱い及び管理の徹底） 
第２９条 乙は、東大阪市情報公開・個人情報保護条例等に基づき個人情報の漏洩及び保管
に細心の注意を払い、その取扱いについても細心の注意の注意を払うとともに、契約終了
後は書類等を整理し、安全な場所に保管若しくは安全に廃棄すること。 

（紛争の解決及び管轄裁判所） 
第３０条 本契約に関して、甲及び乙の間に紛争が生じた場合は、甲乙双方とも誠実に紛争
の解決に努力するものとする。 

２ 甲及び乙の間で紛争が解決できない場合は、大阪地方裁判所を第一審の専属管轄裁判
所として紛争の解決に努めるものとする。 

（法令等の遵守） 
第３１条 甲及び乙は、本契約に定めるもののほか、双方合意した事項及び日本国で適用さ
れる各種関係法令を遵守するものとする。 

（疑義の決定） 
第３２条 本契約に定めのない事項又は本契約に関し疑義が生じたときは、甲及び乙は、民



法その他法令及び慣行に従い、誠意をもって協議し、決定した事項は本件契約と同等の効
力を持つものとする。 

記 

（土地の表示） 
所  在 大阪府東大阪市長瀬町三丁目 
地  番 ６２４番２、６２４番４、６２４番５、６２４番７、６２４番８、６２４番９ 
     ６２４番１０、６２４番１１、６２４番１２、６２４番１３、６２４番１４、

６２５番６、６９５番５、８６５番１、８６５番１０、８６５番１１、８６５
番１２、８６５番１３、８６５番１４、８７０番５、８７０番６、 

     ８７０番１１、８７０番１７、８７０番２２、８７０番３６、８７０番３７、
８７０番３８、８７０番３９、８７０番４０、８８６番 

地  目 宅地 
貸付面積 ６，３０８．４８㎡（ただし、使用できない管理棟、点検口、マンホールの面

積２０９．４０㎡を除く。） 

甲  東大阪市荒本北一丁目１番１号 
                     東大阪市 
                     代表者 東大阪市長 野田 義和 

                  乙   



賃貸借契約書（案） 

貸主 東大阪市（以下、「甲」という。）と借主 〇〇〇〇（以下、「乙」という。）とは 
以下のとおり、甲が所有する末尾記載の不動産（以下、「本件土地」という。）について、使
用貸借契約（以下、「本契約」という。）を締結する。 
 なお、仮契約は、東大阪市財務規則（昭和４２年東大阪市規則第３１号）第１１３条に基
づき締結するものであり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第 6号の
規定に基づき東大阪市議会の議決がなされた場合に本契約とする。 

（信義誠実の義務） 
第１条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。 

（貸付物件） 
第２条 甲は、その所有する本件土地を乙へ賃借する。
２ 乙は、本件土地を長瀬町三丁目地内市有地活用事業募集要項（令和５年１０月公表。以
下、「募集要項」という。）、募集要項に関する資料①から⑭まで（構造計算書及び登記測量
関係資料等を含む。）、長瀬町三丁目地内市有地活用事業様式一式、長瀬町三丁目地内市有地
活用事業選定基準及び応募手続き時の質問書に対する回答（以下、募集要項及び募集要項に
関する資料として「募集要項等」という。）、乙が提出した事業提案書（以下、「事業提案書」
という。）に基づき協議のうえ甲より賃借する。 

（善管注意義務） 
第３条 乙は、善良な管理者の注意をもって、本件土地を使用及び管理し、甲に損害を及ぼ
す一切の行為及び近隣に迷惑となるような行為をしてはならない。 

（使用目的等） 
第４条 乙は、本件土地をスポーツ施設等及びそれに付帯する施設（以下、「スポーツ施設
等」という。）の用地として使用し、その他の目的に使用してはならない。 

２ 本件土地を使用することにおいて、甲は費用を支出しないものとする。 
３ 本件土地の使用は、建物所有を目的としてはならない。ただし、乙が募集要項に規定さ
れた建物及び工作物等を設置する場合はこの限りではなく、その場合、乙は、事前に甲の
承認を受けたうえで簡易に取り壊しが可能な建物及び工作物等（以下、「工作物等」とい
う。）を設置することができる。 

４ 前項のただし書きによる工作物等は、借地借家法（平成３年法律９０号、以下「法」と
いう。）の適用は受けないものと甲乙双方で合意する。 

資料１３



（禁止用途） 
第５条 乙は、本件土地を次の各号に規定する用に供してはならない。 
（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122 号）第２
条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、その他これ
らに類する営業の用 

（２）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号。以下「暴
対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下、「暴力団」という。）又はその
他の反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用するなど、公序良俗に
反する用 

（３）政治的又は宗教的な用 
（４）地域住民等の生活を著しく脅かすような活動の用 
（５）公害等により近隣環境を著しく損なうと予想される用 

（権利譲渡等の制限） 
第６条 乙は、使用貸借契約の趣旨に基づき、本件土地の賃借権を第三者に譲渡し、担保に
供し、若しくは担保に引き受けさせること、または、本件土地の賃借権に信託受益権を設
定することはできないことを了承するとともに、あらかじめ書面による甲の承諾を得な
ければ次の各号に規定する行為をすることができない。 

 ① 土地の原形、土地及び工作物の用途変更 
 ② 工作物等の増改築等、現状変更 
 ③ スポーツ施設等の第三者への貸付又は使用収益を目的とする権利を設定しようとす
るとき 

２ 前項による甲の承諾を得て、スポーツ施設等の全部又は一部を第三者に貸付け 
する場合については、貸付する第三者と締結する貸付契約書に、甲との本契約の期間満了
までに貸付契約が終了する旨を書面において定めなければならない。 

３ 乙は、前項に記載する第三者との貸付契約書について、甲にその契約書の写しを提出し
なければならない。 

（契約期間） 
第７条 契約期間は、議会の議決の日から２０年目の年度末までとする。 
２ 前項に規定する契約期間には、本件土地上の工事期間、解体期間、収去期間及び原状回
復期間を含むものとする。 

３ 契約期間の更新については、契約期間満了日の 6 か月前までに甲及び乙が協議により
定め、本件契約と同様、更新にかかる仮契約を締結後、地方自治法第９６条第１項第６号
の規定に基づき東大阪市議会の議決がなされた場合に本契約とする。 



（賃料） 
第８条 本件土地の賃料（以下、「賃料」という。）は、月額金〇０，０００円とする。ただ 
 し、１か月未満の期間が発生したときの当該月の賃料は、月額賃料を当該月の日数の日割 
 により算出するものとし、百円未満の端数が生じた場合は切上げとする。 
２ 賃料は、前条第 1 項に規定する契約期間の始期から最初に到来する 4 月 1 日より発生
するものとする。 

（支払方法） 
第９条 賃料は、毎年 4月 1日から翌年 3月 31 日までを 1年度とし、乙は、月額賃料の 12 
か月分を甲が発行する納入通知書により毎年度 3 月 31 日までに先払いすることとする。 

 ただし、第１回目の賃料の支払いについては、甲が指定する日までに支払うものとする。 
２ 第 7 条に規定する契約期間の中途において本契約が解除されたときは、乙は、本契約
が解除された日までの賃料を支払うものとし、甲は、支払済み賃料との差額がある場合、
乙の請求によりこれを還付する。この場合の還付額は、当期日数の日割により算出した本
契約解除日までの賃料相当額を支払い済の賃料から控除し、百円未満を切り捨てた額と
する。 

（延滞金） 
第１０条 乙は前条第１項に規定する支払期限までに賃料を支払わないときは、甲に支払
期限の翌日から納付する日までの日数に応じ、納付すべき金額につき、東大阪市財務規則
（昭和 42 年東大阪市規則第 31号）に定める割合で延滞金を支払うものとする。 

２ 乙が、賃料及び延滞金を納付すべき場合において、納付された金額が賃料及び延滞金の
合計に満たないときは。まず延滞金から充当する。 

（契約保証金） 
第１１条 乙は、本契約締結までに契約保証金（以下、「保証金」という。）として金１,２０
０,０００円を甲に預託する。 

２ 甲は、乙が本契約に規定する損害賠償金その他本契約に関して発生する債務をその期
限までに支払わないとき、又は、第２５条第１項に規定する義務を適切に履行せず、甲に
おいて本件土地の原状回復を行ったときは、催告なしに保証金の全部又は一部を乙が負
担すべき費用に充当することができる。 

３ 甲は、前項に基づき充当した場合、乙に弁済充当日、弁済充当額及びその内訳、充当し
た理由を書面で通知する。この場合において、乙は充当の通知を受けたときは、通知を受
けた日から３０日以内に甲に対し保証金の不足額を追加して預託しなければならない。 

４ 乙は、本件土地を原状に復して甲に返還するまでの間、保証金返還請求権をもって甲に
対する債務と相殺することはできない。 



５ 第１８条第１項第２項から第１５号までの各号により甲が本件契約を解除した場合そ
の他理由の如何を問わず、本件契約を終了したときは、乙が本件土地を原状に復して甲に
返還した後において、甲は本契約に基づいて生じた乙の債務で未払いのものがあるとき
は、保証金から当該未払債務の額を差し引いた額を、また、当該乙の債務で未払いのもの
がないときは保証金を乙に返還する。 

６ 甲は、前項に規定する保証金の返還を乙からの書面での請求により行う。甲は、当該請
求があったときは、遅滞なく未払債務の有無を確認し、返還に係る手続きを行うものとす
る。 

７ 前項の場合において、未払債務額を差し引いて保証金を返還するときは、甲は保証金か
ら差し引く金額の内訳を乙に明示しなければならない。 

８ 甲が乙に対し返還すべき保証金には利息は付さない。 
９ 前条３項の更新契約にかかる保証金は不要とする。 

（契約不適合責任及び免責事項） 
第１２条 甲は、本件土地を現状有姿の状態で乙に貸付けるものとし、乙は、本契約締結後、
民法、商法及び本契約の他の条項に関わらず、引き渡された本件土地に種類、品質又は数
量に関して契約の内容に適合しない状態（以下、「契約不適合」という。）があることを理
由として、その契約不適合の補修等による履行の追完の請求、損害賠償の請求及び契約の
解除をすることはできない。 

２ 本件土地において地盤の変動、震災、風水害その他甲の責めに帰することができない事
由により、本件土地に損傷等が発生し、乙が損害を被った場合、甲はその責めを負わない
ものとする。 

３ 甲は、本件土地について危険負担の責任を負わない。 

（実地調査等） 
第１３条 甲は、本事業に関し、随時その状況を実地に調査し、乙に対して必要な報告又は
資料の提出を求めることができる。この場合において、乙は、その調査を拒み、妨げ又は
報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。 

（スポーツ施設等の貸借の取扱い） 
第１４条 乙は、スポーツ施設等の全部又は一部を第三者との間で賃貸借若しくは使用貸
借（以下、「賃貸借等」という。）をするときは、第６条第１項の規定のほか、次項から第
６項までの規定を遵守しなければならない。 

２ 乙は、当該第三者をして、第５条各号に規定する用に供してはならない。 
３ 乙は、当該第三者とのスポーツ施設等の賃貸借等契約締結にあたり、スポーツ施設等が
本契約に基づき設置されたものであることを明記するほか、期間の定めのある契約とし、



契約期間の満了日までにスポーツ施設等の賃貸借等契約を終了させなければならない。 
４ 乙は、前項に規定する契約終了日及び第６条第１項第３号に規定する使用収益を目的
とする権利の終了日を、スポーツ施設等を撤去する日までとしなければならない。 

５ 乙は、当該第三者に契約期間満了となる１年前までに、書面により契約期間の満了につ
いて通知しなければならない。 

６ 乙は、第１項の規定によりスポーツ施設等について賃貸借等の契約を締結したときは、
甲に当該契約書の写しを提出しなければならない。 

（土地の譲渡） 
第１５条 甲は、本件土地を第三者に譲渡しようとする場合は、あらかじめその旨を乙に通
知し、乙に対する権利及び義務を当該第三者に承継させなければならない。 

（滅失又は毀損等） 
第１６条 乙は、本件土地、地下調節池施設及びその関連施設が滅失又は毀損若しくは不当
に占拠されたときは、直ちにその状況を甲に報告しなければならない。 

２ 乙は、乙の責めに帰すべき事由により、本件土地が滅失又は毀損若しくは不当に占拠さ
れたときは、甲の指示に従い、乙の負担においてこれを原状に回復し、甲又は第三者に損
害が発生した場合は、その賠償の責めを負わなければならない。また、地下調節池施設及
びその関連施設においても同様の取り扱いとし、大阪府の指示に従うものとする。 

（届出義務） 
第１７条 乙は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに甲に対し書面により届出な
ければならない。 

（１）本件土地を滅失若しくは毀損したとき 
（２）乙の名称、所在地、代表者等に変更があったとき 
（３）乙の地位について相続又は会社の合併等による本件貸借権の包括承継その他変動が
生じたとき 

（４）破産、民事再生、特別清算若しくは会社更生の申立てを受け、又は自ら申し立てたと
き 

（５）事業計画に変更が生じたとき 

（契約の解除） 
第１８条 甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約期間中であっても本契約を解
除することができる。 

（１）国、地方公共団体その他公共団体において、公用又は公共用に供するため本件土地を
必要とするとき。 



（２）乙は、議会の議決を受けた日より起算して２年以内に第４条に規定する使用目的に供
しないとき。 

（３）乙は、本事業契約締結後より 1年以内に施設の整備に着手しないとき 
（４）乙が、本契約の条項に違反したとき。 
（５）乙が、本事業に関する必要な許認可、登録等が取消され、本事業の継続が困難となっ
たとき。 

（６）乙の役員その他の支店又は営業所（常時業務の契約を締結する事務所をいう。）を代
表する者若しくは経営に事実上参加している者（以下、「役員等」という。）が暴対法第２
条第６号に規定する暴力団員（以下、「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

（７）暴力団又は暴力団員が、乙の経営に実質的に関与していると認められるとき。 
（８）乙の役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害
を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

（９）乙の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな
ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認めら
れるとき。 

（１０）乙の役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると
認められるとき。 

（１１）乙が本事業に係る下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約に当たり、
当該相手方が第６号から第１０号までのいずれかに該当すると知りながら、当該者と契
約を締結したと認められるとき。 

（１２）前号に該当する場合を除き、乙が第６号から第１０号までのいずれかに該当する者
を下請契約、資材、原材料又は物品の購入契約、役務の提供契約若しくはその他の契約の
相手方としていた場合に、甲が乙に対して当該契約の解除を求め、乙がこれに従わないと
き。 

（１３）乙が破産手続開始の決定を受け又は無能力者となり若しくは居所不明となったと
き。 

（１４）乙がその債務の履行を拒否し、又は、乙の責めに帰すべく事由によって乙の債務に
ついて履行不能となったとき。 

（１５）前各号に掲げるもののほか、本契約に規定する義務を履行せず、かつ、本契約を継
続し難い重大な背信行為があったとき。 

２ 甲は、前項の規定に基づき本契約を解除するときは、乙に書面により通知するものとす
る。 

３ 次の各号に掲げる者が本契約を解除した場合は、第１項第１３号に該当する場合とみ
なす。 

（１）乙について破産手続開始の決定があった場合において、破産法の規定により選任され
た破産管財人 



（２）乙について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法の規定により選任
された管財人 

（３）乙について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法の規定により選任
された再生債務者等 

（解約） 
第１９条 前条第１項の規定に関わらず、合理的でやむを得ない理由がある場合において
は、甲乙協議のうえ、合意により契約期間中であっても本契約を解約することができる。 

２ 前項の規定により、乙が本契約の解約を申し出る場合、甲に対し本契約を解約しようと
する日の６か月以上前までに申し入れることに合意する。 

３ 甲及び乙は、前２項の規定により協議のうえ解約日を定めるものとし、乙は解約日まで
の間に本件土地を原状に復し甲に返還しなければならない。 

４ 乙がスポーツ施設等の全部又は一部を第三者との間で賃貸借等している場合において、
第１項の規定により本契約を解約するときは、乙は、解約日までに、当該第三者との賃貸
借等契約を終了させなければならない。 

（不可抗力による解約） 
第２０条 天変地異その他乙の責めに帰さない事由により、本件土地が使用できなくなっ
たときは、乙からの申し出により本契約を解約することができる。 

（保証金の帰属） 
第２１条 甲が、第１８条第１項第２号から第１５号までの各号により本契約を解除した
場合又は、第１９条第２項に規定する日までに申し入れがなかった場合、その他乙の責め
に帰すべき事由により契約を終了したときは、保証金は甲に帰属するものとし、乙はその
返還を求めることはできない。 

（損害賠償請求） 
第２２条 甲が、第１８条第１項第２号から第１５号までの各号により本契約を解除した
場合又は、第１９条第２項に規定する日までに申し入れがなかった場合、その他乙の責め
に帰すべき事由により契約を終了したとき、並びに、乙が第３条又は第２５条第１項の規
定を遵守しなかった場合において、甲に損害があるときは、甲は乙に対し賠償を請求する
ことができる。 

２ 第２０条の場合において、甲及び乙は、双方に対し損害賠償を請求しないものとする。
但し、第三者に対する賠償の責めを負う場合は、乙において対処するものとする。 

（補償） 



第２３条 乙は、第１８条第１項第１号の規定により本契約が解除され、乙に損害が生じた
とき、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の４第５項の規定に基づき甲に
損失の補償を請求することができる。 

（違約金） 
第２４条 乙は、甲に対し、契約期間中に乙に次の各号のいずれかに該当する事由が生じた
ときは、当該各号に定める金額を違約金として支払わなければならない。この場合におい
て、甲は、乙又は第三者に生じた損害について、その責めを負わないものとし、なお甲に
損害があるときは、甲は乙にその損害を請求することができる。 

（１）第５条、第６条（第１項第１号を除く。）又は第２５条第１項に違反した場合 
   月額賃料相当額の１２か月分 
（２）第６条第１項第１号又は第１３条に違反した場合 
   月額賃料相当額の４か月分 
（３）第１８条第１項第２号から第１５号までのいずれかに違反した場合 
   月額賃料相当額の６か月分 
（４）乙が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第５４号）
第３条に規定に違反し、又は、乙が構成事業者である事業者団体が同法第８条第１項第１
号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が乙に対し、同法第７条の２の規定に基
づく課徴金の納付命令を行い、当該納付命令が確定した場合 

   月額賃料相当額の６か月分 
（５）乙の役員又は使用人が刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は私的独占の
禁止及び公正取引の確保に関する法律第８９条第１項の規定する刑が確定した場合 

   月額賃料相当額の６か月分 
２ 月額賃料相当額は１９７，０００円とする。 
３ 乙が前項の違約金を甲の指定する期間内に支払わないときは、乙は、当該期間を経過し
た日から支払いをする日までの日数に応じ、利息が生じた時点での法定利率により計算
した額の遅延利息を支払わなければならない。 

４ 第１項各号の違約金は、第２２条に規定する損額賠償の全部又は一部にあらず、また、
甲の契約解除権の行使を妨げるものではない。 

（原状回復義務） 
第２５条 乙は、本件契約終了日（ただし、契約解除の通知を受けたときは甲の指定する期
日）までに、甲の指示により自己の責任と負担においてスポーツ施設等（本件施設等に係
る地中埋設物を含む。）を撤去し、原状に回復して甲及び乙が立会いのうえ、甲に更地で
返還しなければならない。ただし、乙は既存フェンスを撤去した場合は、甲の指示により、
本件土地の返還時に代替フェンスを設置する。また、乙が本契約締結後に新たに設置した



工作物等のうち、甲が撤去不要と認めたものについては撤去を要しない。 
２ 乙が、前項の義務を怠り又は履行しないときは、甲が代わってこれを施工し、その費用
を乙から徴収するものとする。 

３ 乙は、甲に対して、本件土地の返還に際し、名目の如何を問わず、移転料、立退料等の 
 一切の金銭を請求することはできない。 
４ 乙は、第１項に定める本件土地の返還が遅滞したときは、返還に至るまで月額賃料相当
額の倍額相当の損害金を支払う。 

（近隣住民等への対応） 
第２６条 乙は、本件土地の建設工事に先立ち、近隣住民等へ十分な説明を行い、建設工事
に伴う周辺への公害その他生活環境への影響等を極力低減するように努めるものとする。 

２ 乙は、本件土地の建設工事及び使用に伴う近隣住民等からの苦情等があった場合、乙の
責任において善処しなければならない。 

（費用負担） 
第２７条 乙は、本事業実施に必要な手続き費用その他諸費用の一切を負担する。 

（公租公課） 
第２８条 本契約に基づき、乙が設置するスポーツ施設等に係る公租公課は、全て乙の負担
とする。 

（有益費等償還請求権の放棄） 
第２９条 乙は、本件土地に投じた有益費、必要費及びその他の費用があっても、これを甲
に請求することができない。 

（越境物等の取扱い） 
第３０条 乙は、本件土地の北に隣接する東大阪市長瀬町三丁目６０７番１及び６２４番
３との土地の境界において、当該地所有者（以下、「丁」という。）が保有する工作物の一
部に越境の事実があること、また、丁が保有する建物に関する構造物が地下で越境してい
る可能性があることを了承し、これを原因として甲に対し何らの請求もしない。 

２ 乙が、前項に規定する丁の越境物を撤去し、又は移設するときは、甲と丁との間で締結
した令和元年６月２７日付け確認書に基づき、乙による協議及び負担によりこれを行う。 

  但し、地下で越境の可能性がある丁の建物の構造物については、丁が建物を保有する限
り、丁に対し撤去を求めないほか、丁から撤去の申し出があった場合、スポーツ施設等の
使用に支障がない範囲において協力すること。 

３ 本件土地の雑木の越境部分については、乙の負担により撤去し、契約期間中は撤去され



た状態を維持すること。 
４ 乙は、本件土地の北面及び西面の既存フェンスについては、設置されている状態にして
おくこと。また、本件土地の貸付範囲とそのフェンスの位置が異なる場合、異なる部分の
既存フェンスを撤去し、貸付範囲に沿う新たなフェンスを設置すること。 

（点検や修繕への協力） 
第３１条 乙は、本件土地にある地下調節池施設が点検や修繕される際には、作業環境を確
保するなど作業に協力すること。 

（個人情報の取扱い及び管理の徹底） 
第３２条 乙は、東大阪市情報公開・個人情報保護条例等に基づき個人情報の漏洩及び保管
に細心の注意を払い、その取扱いについても細心の注意の注意を払うとともに、契約終了
後は書類等を整理し、安全な場所に保管若しくは安全に廃棄すること。 

（紛争の解決及び管轄裁判所） 
第３３号 本契約に関して、甲及び乙の間に紛争が生じた場合は、甲乙双方とも誠実に紛争
の解決に努力するものとする。 

２ 甲及び乙の間で紛争が解決できない場合は、大阪地方裁判所を第一審の専属管轄裁判
所として紛争の解決に努めるものとする。 

（法令等の遵守） 
第３４条 甲及び乙は、本契約に定めるもののほか、双方合意した事項及び日本国で適用さ
れる各種関係法令を遵守するものとする。 

（疑義の決定） 
第３５条 本契約に定めのない事項又は本契約に関し疑義が生じたときは、甲及び乙は、民
法その他法令及び慣行に従い、誠意をもって協議し、決定した事項は本件契約と同等の効
力を持つものとする。 

記 

（土地の表示） 
所  在 大阪府東大阪市長瀬町三丁目 
地  番 ６２４番２、６２４番４、６２４番５、６２４番７、６２４番８、６２４番９ 
     ６２４番１０、６２４番１１、６２４番１２、６２４番１３、６２４番１４、



６２５番６、６９５番５、８６５番１、８６５番１０、８６５番１１、８６５
番１２、８６５番１３、８６５番１４、８７０番５、８７０番６、 

     ８７０番１１、８７０番１７、８７０番２２、８７０番３６、８７０番３７、
８７０番３８、８７０番３９、８７０番４０、８８６番 

地  目 宅地 
貸付面積 ６，３０８．４８㎡（ただし、使用できない管理棟、点検口、マンホールの面

積２０９．４０㎡を除く。） 

甲  東大阪市荒本北一丁目１番１号 
                     東大阪市 
                     代表者 東大阪市長 野田 義和 

                  乙   



資料１４
















